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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

メ ー タ 口 径

口 径 区 分 無 し

（ 徴 収 方 法 ）

④ 組　織

＜組織体制＞

（消費税抜き）

（円未満の端数は切り捨て）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

北栄町

水道事業

計 画 期 間 ：

7

～

管 路 延 長

256.9

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 33 年 11 月 1 日

水 源

別添１－1

北栄町水道事業　経営戦略

事業の現況

平成17年10月１日に北栄町新設(旧大栄町、旧北条町）に伴い、旧大栄町の例を採用したもの。
なお、平成29年12月より水道料金及び下水道使用料の合算徴収へ変更したため、毎月徴収となっている。

基本料金(～10m3)
１か月につき

超過料金（10m3以上）

1,200円 155円/m3

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率 64.4

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

6

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 9,018

計 画 給 水 人 口 16,037

現 在 給 水 人 口 14,751法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

全部適用

㎥／日

平 成 17 年 10 月 1 日

奇数月検針水量分を1/2にし、毎月徴収

導水管  　0.92
送水管  　5.26
配水管 151.68 千ｍ

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

町長

スタッフ

（水道3人）

課長

地域整備

課

室長

上下水道室（9人）



＜職員数・職種・年齢構成等＞

職員数 構成比

61歳～ 0人 0%

51～60歳 1人 33.3%

41～50歳 1人 33.3%

31～40歳 0人 0.0%

～30歳 1人 33.3%

合計 3人 100%

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策とし
ては、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

水需要の予測

　給水人口予測の推計にあたっては、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が2018年に公表した将来人口推計と、北栄町
総合戦略による将来推計人口における減少率を根拠に推計を行い、減少率の影響の多い社人研の数値を採用している。令和元年度現在
14,751人の給水人口が令和12年度では、12,594人（令和元年度末対比　10.4％減）、令和22年度では、 11,051人（令和元年度末対比
25.08％減）と見込んでいる。

これまでの主な経営健全化の取組

　平成17年度の新設合併に伴い、2つの事業体を統合。水源地の廃止、ポンプ場再整備を進めてきた。隣接市から受水を再整備により解消し
ている。
　平成30年度より水道事業に係る鳥取県との広域化・共同化検討会が発足し、近隣市町水道事業者と広域化・共同化に係る検討会を実施し
ている。

給水人口の予測

令和元年度決算数値により策定した「経営比較分析表」を添付。

　水需要の予測については、令和元年度決算値を基準とし、「（１）給水人口」の予測により算出している。

北栄町の人口ビジョン



（３）

（４）

令和2年 令和12年 令和22年 令和32年

2人 2人 2人 2人

1人 1人 1人 1人

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

損益勘定職員

資本勘定職員

水道事業職員

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

料金収入の見通し

　料金収入の見通しついては、（１）給水人口の予測及び（２）水需要の予測を用いて、現行の料金体系で算出している。
　令和元年度　222,892千円の料金収入が令和12年度では　195,344千円（令和元年度対比　12.4％減）、令和22年度では、168,414千円（令和
元年度対比　24.4％減）となった。

目 標 　施設の長寿命化を図るため、計画的な施設整備を実施する。

目 標 　将来にわたり安全で安心できる良質な水を安定供給していけるよう事業経営を行うため、財源を確保する。

②　収支計画のうち財源についての説明

　　・主な投資事業
　　　配水管の更新事業を毎年実施する。
　　　なお、今後はアセットマネジメント計画を策定し、施設も含め更新事業を行うものとする。
　

　　・料金に関する事項
　　　水需要予測を基に料金収入を見込んでいる。
　　・企業債に関する事項、
　　　建設改良費は、企業債を財源とする。
　　・繰入金に関する事項
　　　基準内繰入を基本とし、必要な財源の確保に努める。

　本町水道事業の職員は、事業規模としては最小人員で経営しており、今後も3名体制で業務を行っていきます。
　 現在は、下水道担当との組織統合により「上下水道室」として、業務の効率化を図っている。

組織の見通し

　　人口減少に直結した料金収入の減少、施設老朽化に伴う更新費用（設備投資）の増大など厳しい経営環境の中、国が示した新・水道ビジョ
ンの理想像である「安心」、「強靭」、「持続」の３つの視点から、将来にわたり安全で安心できる良質な水を安定供給していけるよう、事業経営
を行っていくものとする。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

繰 入 金

　なし

　既存の施設・整備の長寿命化に努め、可能な限り投資の平準化を図る。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

　経営戦略策定後は、実績と比較し進捗管理を行い、原則3年に一度、事後検証、更新を実施します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　各施設・設備が効率的に稼働されているか調査し、廃止・統合の検討を行う。
　令和3年度より、米里水源地の利用休止を予定している。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　配水池や配水管の更新時において、更新設備の合理化を検討する。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 　なし

　建設改良費は企業債の発行により財源とし、投資の平準化を図る。

　総務省の定める繰出基準に基づき、財政部局と調整のうえ、経営状況に応じて繰入を行う。

　鳥取県が主催する水道事業に係る広域化・共同化等の検討会で協議中。広 域 化

　今後の経営状況の把握とともに、料金水準が適正であるか検討する。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　該当資産等発生した場合は、検討を行う。

そ の 他 の 取 組 　なし

企 業 債

　　・委託料に関する事項、
　　　令和元年実績値により算定している。
　　・修繕費に関する事項
　　　令和元年実績値により算定している。
　　・動力費に関する事項
　　　令和元年実績値により算定している。
　　・職員給与費に関する事項
　　　令和元年実績値により算定している（現行の職員体制を維持）。
　　・その他
　　　令和元年実績値により算定している。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度 Ｒ3

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

当 初
予 算

１． (A) 233,951 229,234 203,436 230,527 218,869 216,366 213,864 211,331 208,297 205,263 202,229 199,195 198,554
(1) 230,741 222,892 197,862 224,821 215,659 213,156 210,654 208,121 205,087 202,053 199,019 195,985 195,344
(2) (B) 2,088 899 2,321 2,321 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088 2,088
(3) 1,122 5,443 3,253 3,385 1,122 1,122 1,122 1,122 1,122 1,122 1,122 1,122 1,122

２． 33,083 30,252 53,142 28,663 27,743 27,743 27,743 27,743 27,743 27,743 27,743 27,743 27,743
(1) 23,753

23,753

(2) 32,598 29,773 28,947 28,081 27,239 26,421 25,629 24,860 24,114 23,391 22,689 22,008 21,348
(3) 485 479 442 582 504 504 504 504 504 504 504 504 504

(C) 267,034 259,486 256,578 259,190 246,612 244,109 241,607 239,074 236,040 233,006 229,972 226,938 226,297
１． 193,856 187,254 194,225 199,796 190,200 190,200 190,200 190,200 190,200 190,200 190,200 190,200 190,200
(1) 12,548 12,968 12,968 12,968 12,968 12,968 12,968 12,968 12,968 12,968 12,968 12,968 12,968

7,185 7,036 7,036 7,036 7,036 7,036 7,036 7,036 7,036 7,036 7,036 7,036 7,036

5,363 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932 5,932
(2) 57,204 52,865 59,067 63,531 54,486 54,486 54,486 54,486 54,486 54,486 54,486 54,486 54,486

19,603 19,205 19,205 19,986 19,181 19,181 19,181 19,181 19,181 19,181 19,181 19,181 19,181
14,406 12,707 13,793 14,937 13,793 13,793 13,793 13,793 13,793 13,793 13,793 13,793 13,793

4 13 13 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40
23,191 20,940 26,056 28,568 21,472 21,472 21,472 21,472 21,472 21,472 21,472 21,472 21,472

(3) 124,104 121,421 122,190 123,297 122,747 122,747 122,747 122,747 122,747 122,747 122,747 122,747 122,747
２． 20,712 17,918 16,424 15,241 13,676 12,436 11,518 10,878 10,229 9,554 8,888 8,197 7,569
(1) 19,726 17,898 16,424 15,241 13,676 12,436 11,518 10,878 10,229 9,554 8,888 8,197 7,569
(2) 986 20

(D) 214,568 205,172 210,649 215,037 203,876 202,636 201,718 201,078 200,429 199,754 199,088 198,397 197,769
(E) 52,466 54,314 45,929 44,153 42,735 41,472 39,888 37,995 35,610 33,251 30,883 28,540 28,527
(F) 1,292 300
(G)
(H) 1,292 300

53,758 54,614 45,929 44,153 42,735 41,472 39,888 37,995 35,610 33,251 30,883 28,540 28,527
(I) 389,911 440,982 492,866 537,019 579,754 621,226 661,115 699,110 734,720 767,971 798,855 827,395 855,922
(J) 183,677 225,097 270,476 283,655 198,140 198,140 198,140 198,140 198,140 198,140 198,140 198,140 198,140

5,281 5,727 9,247 7,545 7,545 7,545 7,545 7,545 7,545 7,545 7,545 7,545 7,545
(K) 101,785 119,183 143,557 106,097 106,097 106,097 106,097 106,097 106,097 106,097 106,097 106,097 106,097

71,653 64,530 63,786 61,129 61,129 61,129 61,129 61,129 61,129 61,129 61,129 61,129 61,129

28,652 49,878 79,771 44,968 44,968 44,968 44,968 44,968 44,968 44,968 44,968 44,968 44,968
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 231,863 228,335 201,115 228,206 216,781 214,278 211,776 209,243 206,209 203,175 200,141 197,107 196,466

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

R8 R9 R10 R12R4 R5 R6 R7 R11

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度 Ｒ3

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

当 初
予 算

１． 82,400 73,900 69,300 109,700 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

２．

３．

４． 2,475 1,872 2,475 1,872

５．

６．

７．

８． 12,527 4,478 6,557 2,934 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

９．

(A) 94,927 78,378 78,332 114,506 82,000 82,000 82,000 82,000 84,475 83,872 82,000 82,000 82,000

(B)

(C) 94,927 78,378 78,332 114,506 82,000 82,000 82,000 82,000 84,475 83,872 82,000 82,000 82,000

１． 164,713 155,657 109,567 148,491 82,000 82,000 82,000 82,000 82,000 82,000 82,000 82,000 82,000

8,294 8,138 7,841 7,817 7,817 7,817 7,817 7,817 7,817 7,817 7,817 7,817 7,817

２． 83,356 71,653 64,531 63,787 61,130 57,511 49,266 54,432 63,687 65,953 69,942 73,957 60,001

３．

４．

５．

(D) 248,069 227,310 174,098 212,278 143,130 139,511 131,266 136,432 145,687 147,953 151,942 155,957 142,001

(E) 153,142 148,932 95,766 97,772 61,130 57,511 49,266 54,432 61,212 64,081 69,942 73,957 60,001

１． 153,142 148,932 95,766 97,772 61,130 57,511 49,266 54,432 61,212 64,081 69,942 73,957 60,001

２．

３．

４．

(F) 153,142 148,932 95,766 97,772 61,130 57,511 49,266 54,432 61,212 64,081 69,942 73,957 60,001

(G)

(H) 988,741 990,987 995,756 1,041,669 1,060,539 1,083,028 1,113,762 1,139,330 1,155,643 1,169,690 1,179,748 1,185,791 1,205,790

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度 Ｒ3

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

当 初
予 算

2,688 4,524 4,900 5,548 5,548 5,548 5,548 5,548 5,548 5,548 5,548 5,548 5,548

2,688 2,567 2,561 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061

1,957 2,339 2,487 2,487 2,487 2,487 2,487 2,487 2,487 2,487 2,487 2,487

2,475 1,872 2,475 1,872

2,475 1,872 2,475 1,872

2,688 4,524 7,375 7,420 5,548 5,548 5,548 5,548 8,023 7,420 5,548 5,548 5,548

R12

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

R4 R5 R6 R7 R11

計

そ の 他

R8 R9 R10

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

経営比較分析表（令和元年度決算）
鳥取県　北栄町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

56.94 262.45 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A7 非設置 14,944

－

- 66.25 99.31 3,025 14,751 56.94 259.06 【】

全体総括

・本町の水道事業は、現在のところ経営上の問題は
なく、健全であると判断できる。
　ただし、人口減少の影響による収益の低下、施設
等の老朽化に伴う設備更新及び維持管理費等の増加
が見込まれ、厳しい状況が予想される。
　将来にわたって安心、安全な水を供給するため
に、施設の適正規模や広域化検討による収益の確保
等、引き続き効率的な経営を目指し検討を実施して
いく。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

・本町の水道事業は、「①経常収支比率」と「⑤料
金回収率」の数値より、給水収益等で給水に係る費
用が十分に賄えており、類似団体の平均値と比較し
ても高い数値であり、健全な経営ができている。
・「②累積欠損金比率」も発生しておらず、経営上
問題はない。
・「③流動比率」で短期的な債務に対する支払能力
はある(100%以上）と表示されており、現金につい
て言えば、年々増加傾向にある。
・「④企業債残高対給水収益比率」は、近年同水準
で推移しており、企業債を一定水準になるよう抑え
ている。
・「⑥給水原価」は、全国平均と類似団体より低い
状態にある。ただし、今後の設備更新状況で流動的
であり、投資の効率化・維持管理費等の削減といっ
た部分において検討が必要である。
・「⑦施設利用率」は年々減少傾向にあり、人口減
に伴うものと考える。
・「⑧有収率」は高い状況にあり、施設稼働が収益
に反映され、良好な状況である。

2. 老朽化の状況について

・「①有形固定資産減価償却率」は、年々増加傾向
にあり、資産の老朽化度合が顕著に見て取れる。将
来の施設更新に向けて財源確保や施設の計画的な更
新に取り組んでいるが、より実効性の高いものとし
て、ストックマネジメント計画の策定を検討してい
る。

2. 老朽化の状況
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)
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【112.01】 【1.08】 【264.97】 【266.61】
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